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 会計・監査ダイジェスト 
会計及び監査を巡る動向 2020年2月号 

会計・監査ダイジェストは、日本基準、国際基準、修正国際基準及び米国基準 
の会計及び監査の主な動向についての概要を記載したものです。

ハ イ ラ イ ト  

今月は、主に以下のような留意すべき情報が公表されています。 

 実務対応報告公開草案第58号「連結納税制度からグループ通算制度
への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い（案）」  
本公開草案は、現在会期中の通常国会に提出されている改正法人税法
案が成立した場合を想定して、グループ通算制度の適用を前提とした
税効果会計における繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、当
面、改正前の税法の規定に基づいて算定することができる旨を提案し
ている。 

 時価の算定に関する会計基準等の公表を受けた「会社計算規則の一部
を改正する省令案」 
金融商品に関する注記として表示すべき事項に「金融商品の時価の適
切な区分ごとの内訳等に関する事項」を追加するほか、所要の整備を
行うことが提案されている。 
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  会計・監査ダイジェスト 

1． 日 本 基 準  

■法令等の改正 

【公開草案】 

(1) 法務省、時価の算定に関する会計基準等の公表を受けた「会社計算規則の一部を改
正する省令案」を公表 

法務省は2020年2月10日、会社計算規則の一部を改正する省令案（以下、「本省令案」）
を公表した。 

本省令案は、2019年7月4日に企業会計基準委員会から公表された「時価の算定に関す
る会計基準」等、同年12月12日に金融庁から公表された「財務諸表等の用語、様式及び
作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（案）」を受け、会社計算規則の改
正（以下、「本改正」）を行うためのものである。 

本省令案では、金融商品に関する注記として表示すべき事項に「金融商品の時価の適切
な区分ごとの内訳等に関する事項」を追加するほか、所要の整備を行うことが提案され
ている。「金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項」とはいわゆる「時
価のレベル別ヒエラルキー開示」であるが、本省令案では事業年度の末日において大会
社であって有価証券報告書提出義務のある会社以外は省略が可能とする措置を提案し
ている。 

 

コメントの締切りは2020年3月10日であり、本改正は公布の日から施行される予定である。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2020年2月10日発行） 

 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【公開草案】 
(1) ASBJ、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い（案）」を公表 

ASBJは2020年2月13日、実務対応報告公開草案第58号「連結納税制度からグループ
通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い（案）」（以下、「本公開草
案」）を公表した。 

本公開草案は、第201回通常国会に提出されている「所得税法等の一部を改正する法

律」（以下、「改正法人税法」）案が成立した場合を想定して、改正法人税法の成立日

以後に終了する事業年度の決算（四半期決算を含む。）において、グループ通算制度

の適用を前提とした税効果会計における繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」第44項の定めを適用せず、当面、改正

前の税法の規定に基づいて算定できる旨（以下、「本実務対応報告」）を提案してい

る。これは、同項は決算日において国会で成立している税法の規定に基づき繰延税金

資産及び繰延税金負債を算定することを要求しているが、グループ通算制度に関する

税効果会計の取扱いについては、繰延税金資産の回収可能性の判断に関する考え方が

必ずしも明らかではなく、グループ通算制度の適用を前提とした税効果会計の適用を

行うことが実務的に困難であることから、ASBJにおいて検討が必要であることが考

慮されたものである。そのため、本公開草案で提案されている会計処理が適用される

のは、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その1）

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=300080207&Mode=0
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2020/02/jgaas-news-flash-2020-2-10.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/y2020/2020-0213.html
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  会計・監査ダイジェスト 

（その2）」に関してASBJによる必要な改廃が行われるまでの間とされている。 

本公開草案は、本実務対応報告の範囲を、改正法人税法の成立日の属する事業年度に
おいて連結納税制度を適用している企業及び改正法人税法の成立日より後に開始する
事業年度から連結納税制度を適用する企業とすることを提案している。また、本実務
対応報告の対象は以下の項目とすることが提案されている。 

 グループ通算制度への移行 

 グループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目 

コメントの締切りは2020年3月9日である。なお本公開草案は、本実務対応報告を公表
日以後適用することを提案している。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2020年2月18日発行） 

 

■INFORMATION 

(1) 東京証券取引所、新市場区分の概要及びTOPIX（東証株価指数）等の見直しに関す
る今後の対応方針を公表 

東京証券取引所は2020年2月21日、「新市場区分の概要等について」及び「TOPIX（東
証株価指数）等の見直しに関する今後の対応方針について」（以下、「本お知らせ」）が
公表された。本お知らせは、2019年12月27日に金融審議会市場ワーキング・グループ

「市場構造専門グループ」において公表された報告書を受け、今後の市場区分やTOPIX

等の見直しに向けて、現時点で想定される新市場区分やTOPIX等の見直しに関する概
要や移行プロセス及び今後のスケジュールをとりまとめたものである。 

「新市場区分の概要等について」では、東京証券取引所は、現行の市場第一部等の５つ
の市場区分に関して、2022年4月1日を目途に、明確なコンセプトに基づくプライム市
場・スタンダード市場・グロース市場（いずれも仮称）の3つの市場区分への見直しを
実施するとしており、各新市場区分のコンセプトや定量的・定性的な基準等の新市場区
分の概要、新市場区分への移行プロセス及び円滑な制度移行に向けた今後のスケ
ジュールが示されている。 

「TOPIX（東証株価指数）等の見直しに関する今後の対応方針について」では、東京証
券取引所は、金融審議会「市場構造専門グループ」報告書で指摘された事項を踏まえ、
より流動性を重視する方向でのTOPIX等の構成銘柄の選定方法の検討、浮動株比率の
算定方法の検討及び指数ガバナンスの強化という観点から「指数コンサルテーション」
機能の導入や、「指数アドバイザリー・パネル」の設置を行うとしている。なお、TOPIX

等の新算出ルールへの変更は、新市場区分の見直しを受け、2022年4月以降に市場影響
等を考慮し段階的に実施することが予定されている。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2020年2月26日発行） 

 

日本基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ 

  

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2020/02/jgaas-news-flash-2020-2-13.html
https://www.jpx.co.jp/corporate/news/news-releases/0060/20200221-01.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2020/02/jgaas-news-flash-2020-02-25.html
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx


4 

  

 

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of 
independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.  

  会計・監査ダイジェスト 

2． 国 際 基 準  

新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項はありません。 

 

IFRSについての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ 

 

3． 修 正 国 際 基 準  

新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項はありません。 

 

修正国際基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ 

 

4． 米 国 基 準  

■会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB）） 

【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards Update; ASU））】 

(1) FASB、ASU第2020-02号「金融商品―信用損失（トピック326）及びリース（トピッ
ク842）―SEC スタッフ会計通牒第119号に基づくSECパラグラフの改訂及びASU

第2016-02号「リース」（トピック842）の適用日に関するSECセクションの更新」
を公表（2020年2月 FASB） 

本ASUは、主に以下の点についてASCに含まれるSEC関連の内容を追加または改訂し
ている。 

・公表された SEC スタッフ会計通牒第 119 号の内容を ASC に反映させる。 

2019年11月にSECスタッフ会計通牒（SAB）第119号（以下、「本SAB」）がリリース
された。ASCのサブトピック326-20は償却原価で測定される金融資産等に適用され
る予想信用損失モデルについて規定しているが、本SABは同規定に関連してSECス
タッフの解釈を提供するものである。具体的には、予想信用損失モデルに基づく信用
損失引当金を測定するにあたり企業が考慮すべき要素、企業が構築すべき内部統制
等のガバナンス体制、必要とされる文書化の内容や引当方法の妥当性に関する事後
的な検証体制等について規定している。 

本ASUは、本SABの内容をASCのサブトピック326-20のSECパラグラフに追加する
ものである。 

  

http://home.kpmg/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/jmis.html
https://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&cid=1176174159282&d=&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage


5 

  

 

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of 
independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.  

  会計・監査ダイジェスト 

・2019 年 12 月の AICPA 全国会議において、SEC スタッフが言及した以下の点をト
ピック 842「リース」の SEC セクションに反映させる（以下、「本改訂」）。 

他の企業がSECへ提出する書類に自社の財務諸表等が含まれるために「公開の営利
企業」（PBE）の定義に該当する企業（ただし他にPBEの要件は満たさない）が、新
リース基準（トピック842）の適用を2020年12月15日より後に開始する事業年度（期
中期間については2021年12月15日より後に開始する事業年度に含まれる期間）から
とすることについて、SECスタッフは反対しない。 

公開の営利企業は、2018年12月15日より後に開始する事業年度及びそれに含まれる
期中期間からトピック842を適用しているが、それ以外の企業については、ASU第
2019-10号による適用日の延期もあり、2020年12月15日より後に開始する事業年度

（期中期間については2021年12月15日より後に開始する事業年度）からトピック842

の適用が開始される。SECスタッフは、従来より、一定のPBEが新リース基準の適用
について非公開企業のスケジュールを適用することにつき反対しない立場を明らか
にしており、その旨はトピック842の適用日に関するSECセクションに明記されてい
た。本改訂は、ASU第2019-10号公表後も、一定のPBEが非公開企業に適用される延
期された新リース基準の適用日を採用することを従来通り認めるとするスタッフ見
解を、同セクションに追加的に織り込むものである。 

本ASUは、公表された時点で既に有効となっているSEC関連の通達等をASCへ反映す
るものである。 

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】 

（1）ASU案「非金融資産の拠出を受けた非営利組織の会計処理」の公表（2020年2月10

日 FASB） 

コメントの締切りは2020年4月10日である。 

あずさ監査法人の関連資料：Defining issues（英語） 

 

米国基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ 

 

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/12/accounting-digest-2019-11.html#a3
https://www.fasb.org/cs/Satellite?c=FASBContent_C&cid=1176174169478&pagename=FASB%2FFASBContent_C%2FNewsPage
https://frv.kpmg.us/reference-library/2020/fasb-requirements-nfp-gifts-in-kind.html
http://home.kpmg/jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx


 

 

  

各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、
あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください。 

■ あずさ監査法人トップページ（Link） 

■ 日本基準（Link） 

■ 修正国際基準（Link） 

■ IFRS（Link） 

■ 米国基準（Link） 

 

編集・発行  
 

有限責任 あずさ監査法人 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 
 

 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応する
ものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取
られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、
ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査したうえで提案する適
切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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  会計・監査ダイジェスト 

■ 会計・監査コンテンツアーカイブのご紹介 

会計・監査コンテンツをトピック別、業種別で絞込み、一覧表示することが
できます。 

home.kpmg/jp/search-tool 

 

 ■ KPMG 会計・監査 AtoZ 

アプリのご紹介 

あずさ監査法人が提供する会計・監査
情報アプリ「KPMG会計・監査AtoZ」で
は、いつでも・どこでも日本基準、修
正国際基準、IFRS、そして米国基準に
関する会計・監査情報を閲覧できるほ
か、動画による解説コンテンツを視聴
することができます。 

KPMGジャパンウェブサイトのアプリ紹介ページ 

home.kpmg/jp/kpmg-atoz 

   
 
 

■ 関連資料紹介 

 【書籍】会社法決算の実務（第14版） 

 【書籍】株式報酬の会計実務 日本基準とIFRSの論点詳解 

 【書籍】詳解 IFRSの基盤となる概念フレームワーク  

 IFRS年次財務諸表ガイド - 開示チェックリスト（2019年9月版）  

 IFRS財務諸表ガイド - 開示例（2019年9月版） 

 
■ ソーシャルメディアのご紹介 

リサーチ／報告書、解説記事、動画による解説など、 

KPMGの知見を集めた独自コンテンツを発信しています。    home.kpmg/jp/socialmedia 

https://home.kpmg/jp/ja/services/audit/pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/jmis/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/ifrs/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://home.kpmg/jp/kpmg-atoz
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2020/02/companies-act-settlement-14.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/12/book-incentive-ifrs.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/12/book-framework.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/12/ifrs-disclosure-checklist-2019-09.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2020/01/ifrs-financial-statement-2019-09.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/social.html
https://itunes.apple.com/jp/app/kpmg/id900464843?mt=8
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.kpmg.atoz
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://twitter.com/KPMG_JP
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